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１. 特記仕様書の適用範囲 

  本仕様書は，南蒲生浄化センター汚泥処理施設再構築事業 PPP/PFI 導入実施設計等業務について仕

様を定めたものである。業務は，本仕様書のほか，一般仕様書に定める事項に従い施行しなければな

らない。 

 

２. 業務内容 

（１）業務件名：南蒲生浄化センター汚泥処理施設再構築事業 PPP/PFI/導入実施設計等業務委託 

（２）汚泥処理施設計画 

全体計画面積（南蒲生処理区）： 11,893.10 ha（内合流 2,644 ha） 

事業計画面積（南蒲生処理区）： 11,849.18 ha（内合流 2,644 ha） 

（３）当初契約における履行期限 

  令和 10 年 9 月 29 日までとする。 

（４）業務の目的 

   本業務（以下，「業務」という。）は，令和 6 年度に実施した「南蒲生浄化センター汚泥処理施設

再構築計画修正業務委託（以下、過年度業務）」の成果品に基づき，国の 2050 年カーボンニュート

ラルの達成や下水汚泥資源の有効利用の施策等を踏まえた南蒲生浄化センター汚泥処理施設再構

築事業（以下，本事業）に係る PPP/PFI 導入実施設計，官民連携手法の調査検討，公告資料等の

作成並びに本事業への技術・法務・金融等の専門的助言等の支援を行うことを目的とする。 

 

３. 作業内容 

3.1 PPP/PFI 導入実施設計 

3.1.1 基本条件の整理 

本市及び国における各種計画，処理区域・排水区域，下水道全体計画・事業計画，処理場計画，既存

施設の課題や関係法令等を整理する。 

 

3.1.2 現施設の運用状況ヒアリング 

現況の汚泥処理施設について，運転方法や処理フロー等の運用状況，汚泥処理状況，水処理施設側へ

の影響，現況施設の運転・維持管理等の課題と改善点等を南蒲生浄化センターへのヒアリングを行い，

整理する。整理したヒアリング結果は，基本設計の検討及び官民連携手法の調査検討における「導入可

能性調査」等に反映すること。 

 

3.1.3 処理方式・フローシートの検討 

処理方式・フローシートは，流入下水の水量・水質及び水温，下水汚泥の発生量及び性状並びに処理

状況，放流水域の水質の許容限度，放流水域の現在及び将来の利用状況，現状の課題等を踏まえ，総合

的な見地から選定する。 

 

3.1.4 維持管理基本構想の検討 

管理制御方式及び維持管理体制について検討する。なお，維持管理体制については，官民連携手法の

調査検討における「事業スキームの検討」の検討結果との整合性に留意すること。 
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3.1.5 施設要件の検討 

主要機器の容量計算，型式・機種等，主要機器の運転操作方式・計装制御方式，環境整備計画の検討

を行い，基本的な施設要件を整理する。加えて，官民連携手法の調査検討における「導入可能性調査」

で得られる新技術の動向等を踏まえた検討を行う。なお，施設要件の検討は耐水化（被水防止高）レベ

ルの確認・再設定を行ったうえで実施すること。 

 

3.1.6 水位関係の検討 

 ポンプ揚程，水理計算及び計画地盤高と施設レベルの検討を行う。 

 

3.1.7 施工方式の比較検討 

工事施工方式，概算コスト比較，必要工期等について検討を行う。なお，検討に当たっては官民連携

手法の調査検討における「導入可能性調査」で得られる結果との整合に留意し，「3.1.1 基本条件の整

理」の結果に基づき，設計方針の確認，検討条件を設定する。また，耐水化（被水防止高）レベルの確

認・再設定を行う。 

 

3.2 官民連携手法の調査検討 

3.2.1 事業スキーム（案）の検討 

過年度業務にて検討した汚泥処理方式の方針を基に，官民連携における公共と民間のパートナーシ

ップの在り方や具体的な役割分担を踏まえ，事業の範囲，方式，類型及び実施時期を検討するととも

に，本事業特有のリスクと対応策についても整理する。 

 

3.2.2 概略要求水準書の作成 

   「3.1 PPP/PFI 導入実施設計」及び「3.2.1 事業スキーム（案）の検討」の検討結果を踏まえ，

施設の設計条件及び民間事業者の事業範囲を示す概略要求水準書を作成する。 

 

3.2.3 導入可能性調査 

設定した事業スキームについて，民間事業者が保有する技術を含めて導入可能性調査を実施する。

調査内容は，事業スキームに加え，施設構成・容量等に関すること，施設再構築後の影響に関するこ

と，施工性・維持管理性（関連法規を含む）に関すること，運転管理に関すること（必要な資格要件

の確認を含む），下水汚泥資源の有効利用に関すること，事業費に関すること等，必要なものを行う

こととする。なお，本調査は幅広い視点を持って取り組むものとする。 

また，調査は概略要求水準書による書面での調査を実施するとともに，民間事業者へのヒアリング

調査も実施すること。 

 

3.2.4 事業内容の整理と VFM の算定 

事業スキーム（案）の検討，導入可能性調査の結果に基づき，本事業で想定される最適な事業形態と

事業スキームを設定する。また，設定した事業スキームに関する手続きプロセス，事業期間，リスク分

担及びスケジュールを整理し，概算事業費を算出する。併せて、「3.1 PPP/PFI 導入実施設計」に基づき

算定した公共が従来手法により事業を実施する場合の事業費と算出した概算事業費を比較し，VFM を算

定する。 
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3.2.5 総合的な評価 

基本設計及び官民連携手法の調査検討により，これまで整理した事業内容と VFMの算定結果を総合的

に評価し，本事業における事業内容（汚泥処理方式及び事業範囲並びに事業スキーム）を決定する。 

併せて，決定した事業内容におけるリスク分担や課題の抽出，及びその解決策の検討を行う。 

 

3.2.6 基本計画図の作成 

決定した事業内容に対する施設及び付帯設備について，施設平面計画図及び配置計画図を作成する。 

 

3.3 アドバイザリー業務 

3.3.1 実施方針等の作成 

決定した事業内容を基に，本事業の基本的な方針を示す実施方針案を作成する。内容としては，事業

スキーム，応募参加に関する条件，募集選定等のスキーム，官民リスク分担表である。 

 

3.3.2 要求水準書（案）の作成 

決定した実施方針を踏まえ，官民連携事業を選定した範囲で要求水準書（案）を作成する。 

 

3.3.3 実施方針及び要求水準書（案）への質問・意見に対する回答支援 

実施方針及び要求水準書（案）の公表に対し，民間事業者から提出された質問及び意見を整理し，質

問に対しては回答書（案）を作成する。 

 

3.3.4 事業費の算定 

 決定した下水汚泥処理技術及び事業範囲並びに事業スキームに基づき，事業費を算定する。 

 

3.3.5 募集書類の作成等に係る支援 

（１） 要求水準書の作成 

要求水準書（案）の公表に対して寄せられた民間事業者からの質問及び意見を踏まえ，要求

水準書としての修正を行う。 

（２） 入札説明書の作成 

事業を実施するにあたり，応募者を対象に公表する入札説明書を作成する。内容としては，

工事概要，競争参加資格，入札方式及び入札手続き等である。 

（３） 落札者決定基準の作成 

     審査の際の選定基準（落札者決定基準）を作成する。選定基準を作成するにあたり，定量的

に表現できる項目については数値で表すこととし，それが困難な定性的な項目については，選

定基準を具体的に記述する。 

（４） 様式集の作成 

     提案書の様式について，必要な記載事項等を整理し，様式集を作成する。 

（５） 基本協定書（案）の作成 

選定された事業予定者と取り交わす基本協定書の案を作成する。作成にあたっては，受発注

者間で記載内容の理解に齟齬が生じないよう，弁護士との協議も含め，法務面を中心とした検

討を行う。 
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（６） 事業契約書（案）の作成 

     選定された事業予定者と取り交わす契約書の案を作成する。契約書類の作成にあたっては，

契約書の基本構造に含まれるリスク分担や事業破綻時の措置など基本的事項のほか，本事業固

有の契約事項についても検討し，契約書に記載すること。作成にあたり，受発注者間で記載内

容の理解に齟齬が生じないよう，弁護士との協議も含め，法務面を中心とした検討を行う。 

 

3.3.6 民間事業者の募集・選定に係る支援 

（１） 募集書類への質問回答支援 

募集書類に対し，民間事業者から提出された質問を整理し，回答（案）を作成する。 

（２） 提案書の審査資料（案）の作成 

     提案書の審査資料（案）及び審査講評素案を作成する。提案書の審査資料を作成するにあた

り，審査基準は定量的に表現できる項目については数値で表すこととし，それが困難な定性的

な項目については，選定基準を具体的に記述する。 

（３） 民間事業者の入札参加資格審査に係る支援 

     民間事業者より提出された入札参加資格に関する書類の内容が，本事業の参加要件に適合し

ているか審査する支援を行う。 

（４） 提案書の審査に係る支援 

     民間事業者より提出された提案書の内容が，要求水準書を満足しているか審査するための支

援を行う。提案書の内容を整理するとともに，提案書の評価に関する技術的助言を行う。 

（５） 提案書へのヒアリング審査に係る支援 

     民間事業者の提案書に対するヒアリング審査における技術的助言を行うとともに，ヒアリン

グ内容の整理を行う。 

 

４． 設計協議 

  本業務は，次の時期に設計協議を実施することを想定している。なお，業務を円滑に進めるため，

設計協議前の適切な時期に，打合せ等により情報共有すること。 

   （１）初回打合せ                          計１回 

   （２）現施設の運用状況ヒアリング（ヒアリング結果）         計１回 

（３）概略要求水準書                        計１回 

（４）導入可能性調査（実施前，質問回答，調査結果）         計３回 

   （５）事業の総合的な評価（事業内容の整理と VFM 算定結果）      計１回 

   （６）実施方針及び要求水準書（案）（作成時，質問回答）        計２回 

   （７）事業費の算定                         計１回 

   （８）募集書類（契約書作成時，その他資料作成時、質問回答）     計３回 

   （９）提案書の審査資料                       計１回 

   （１０）提案書の審査に係る支援（提案書の整理、ヒアリング）     計２回 

 

５. その他特記事項 

（１） 本業務を遂行するに当り，受託者は専任の担当者を配置し緊密な連絡体制を確保するため，仙

台市に常駐もしくは，これと同等の対応が可能であるものとする。 
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（２） 本業務の基本条件の整理，導入可能性調査及び募集書類の作成等の一連の業務については，令

和 9 年 9 月までに完了することを想定している。この時期については契約後の打合せによるが，

本事業全体の事業スケジュールを厳守するため，受注者の都合による遅延は認めない。 

（３） 基本協定書（案），事業契約書（案）の作成にあたっては，弁護士に相談するものとし，費用

については本業務に含むものとする。なお，その他の業務に係る事項について弁護士への相談が

必要となった場合は，別途，協議とする。 


